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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-06、3-04、3-06 部・課

事　業　名 介護センター研修事業

04 05 03 健康福祉部 地域福祉課

介護実習・普及センター運営要綱等

実施方法
国庫･
県単

県が直営実施・委託（県社会福祉協議会、県介護支援専門員協会）

実施期間 H7 根拠法令等

国庫補助事業・
県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護従事者の資質向上や県民に対する介護知識・技術の普及、福祉用具の展示
や介護に関する相談・助言などの啓発活動を行う。

対　象 介護従事者等

目指すべき姿
介護従事者等に対して、介護に関する知識・技術の普及を図り、県民がより質の高い福祉サービスを受けられる社会を目指
す。

事業内容

・介護サービス事業者等を対象とする研修を実施する。
＜介護従事者＞認知症介護実践研修（実践者研修・実践リーダー研修）、認知症対応型サービス事業者管理者研修、認知
症対応型サービス事業開設者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修ほか
＜介護支援専門員＞実務研修・再研修、実務従事者基礎研修、専門研修・更新研修

23年度 24年度（当初）

8,393 11,756

27,823

623

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 4.00

千円 56,063

23年度事業費の主な内訳

千円 33,482 19,206 ・報償費(講師謝金)：8,384千円
・需用費(資料作成代)：2,388千円
・使用料(会場使用料)：2,883千円
・委託料(県社会福祉協議会、県介護支援専門員協会)：3,774千
円　他

千円 22,795 24,599 ―

千円

3.00 2.00

49,373 35,722

千円 33,268 24,774 16,516

24年度（見込）

(効率指標算出式)
事業費/研修修了者数

介護支援専門員実務研修修了者（活）

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

研修講座数（活） 講座 18

評価区分

区　分 判　定　・　説　明

・介護従事者890人、介護支援専門員1,250人の受講者があり、介護従事
者等の専門的な知識・技術の習得が図られた。以上により概ね期待通り
だった。

・介護従事者900人、介護支援専門員1300人等を
対象に必要な研修を実施する。

介護支援専門員専門・更新研修修了者(活） 人 739 491

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明事業改善（有効性・

効率性）の余地
□　余地あり□　余地なし ■　当面余地なし

□　増加

⑤
事
業
の
課
題

県の関与を見直す
余地

□　余地あり

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価

□　余地なし

・介護サービス提供事業者に必須の義務的研修を実施。
・介護保険制度維持のために必要な人材育成であり、主な研修
については、厚生労働省の要綱により都道府県が主体的に実施
することとされている。
・平成23年度末にセンターを廃止し、民間団体に研修業務を委
託・指定した。

b
期待どおり

670

23年度

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・平成23年度末にセンターを廃止し、民間団体に研修業務を委託・指定した。
・今後予想される介護サービス需要の増加に対応し、必要なサービスを提供するための人材育成が必要であり、研
修の適切な実施を委託・指定団体に指導をしていく。

特記事項 平成２２年度信州型事業仕分け実施

■　横ばい

■　当面余地なし

□　減少

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
千円/人

2338

chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

582 448

内　線

E-mail

担
当
課

左記以外のH23年度実績

人

12

9.7

13

11.5 7.6

600


